
1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

・産学官連携の促進のためのコーディネート活動件数　3,500件

・産学・産産連携支援件数　250件

・国等の提案公募制度の導入支援金額　５億円

（約６億円の規模の研究開発事業「知的クラスター創成事業（文部科学省）」が平成23年度をもって終了したため、この金額に設定）

Ｈ25

H26

目標

H24末

（実績）

目標 成果

達成状況

3,000

250

合計 22,394 22,120 23,194

22,436 22,394 23,194

合計（A) 22,458 23,194

25年度

25年度25年度

25年度 26年度

3,500 3,004 未達成

達成275 250 328

6.9 5.0

3,291

項目

コーディネート

活動件数(件)

産学・産産連携

支援件数(件)

国等の提案公募制度

導入支援金額(億円)

事業番号 07 04 09

事業改善シート （25年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名

産学官連携推進事業費

産学官連携推進事業費産学官連携推進事業費

産学官連携推進事業費

担

当

課

部局 産業労働部

１　成長産業の創出 実施期間 H13 ～

県が関与

する理由

16.5 達成 5.0

目指す姿

現状

県関与の必要性あり

県民との協働による実施： 検討中

【左記の説明、根拠法令等】

ものづくり産業振興戦略プラン等の県の産業振興施策において、同財団を本県における産学官

連携の中核拠点と位置付けている。また、長野県出資等外郭団体「改革基本方針」では、同財団

を「事業推進に対して積極的に支援」する団体とし、「引き続き県職員派遣及び人件費補助により

支援を実施」することとしている。

課・室 ものづくり振興課

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail

mono@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

１-１　信州をけん引するものづくり産業の振興

公益財団法人長野県テクノ財団に産学官連携の研究開発支援体制を整備することで、地域産業の技術革新と新分野進出を促進し活性

化を図る。

同財団は、国等の提案公募制度の資金獲得を支援し、産学官連携プロジェクトの活性化を図っている。

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度

事業内容

（単位：千円）　

項目

実施方法

H25事業実績

H25

H26

（当初） （決算） （当初）

産学官連携推進事業 補助金

長野県テクノ財団本部及び地域センターの事務局体

制を整備するため、コーディネータ等13名の人件費を

補助。

22,394 22,120 23,194

成果目標の達成状況

当初予算 22,458

補正予算

22,157 22,126 22,120

3,303

22,458 22,436 22,394 23,194

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

H24年３月に策定した「長野県ものづくり産業振興戦略プラン」等に基づき、成長が期待される「健康・医療」、「環境・エネルギー」、「次世

代交通」などの分野において、国際競争力の高い新技術・新製品開発を促進するため、引き続き、県の継続的な関与により、次世代リー

ディング産業の創出を図っていく。

目標に対

する成果

の状況

国等の提案公募制度への申請支援に重点を置き、訪問等のコーディネート活動は未達成であったが、国等導入支援金額については目

標を達成するなど、全体的に産学官連携による成長期待分野への取組の促進が図られた。

 概算事業費（B（A）+C）

25,460 25,429 25,423 26,497

3,303 3,303

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

予

算

額

前年度繰越

Aの

財源

22,436 22,394

概　算

人件費

0.40 0.40 0.40 0.40

3,303


